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 国立公園の公園区域及び公園計画（以下「公園計画等」という。）の見直しは以下によ

ることとする。なお、本要領において「国立公園に係る公園計画の作成等について」（令

和４年４月１日付け環自国発第 2204015 号自然環境局長通知）の別紙１「国立公園の公園

計画作成要領」及び別紙２「国立公園の指定書、公園計画書並びに公園区域及び公園計画

変更書作成要領」は、それぞれ「計画要領」及び「指定書等要領」というものとする。 

 

１ 公園計画等の見直しの目的 

 国立公園（以下「公園」という。）をとりまく自然的・社会的条件の変化に公園計画

を対応させるため公園計画等について所要の改訂を行うことを目的とする。 

 

２ 公園計画等の見直しの作業区分 

（１） 再検討 

再検討とは、昭和 48 年 11 月以前に指定された公園について、当該公園指定後

の自然的・社会的条件の変化に対応して、当初の公園計画等の全般的な見直し作

業をいう。なお、当該公園が性格の異なる複数の地域からなる場合は地域ごとに

変更することができるものとする。 

その際、特別保護地区及び地種区分が未定の特別地域についてはこれを決定す

るとともに、利用施設計画についてもその設定を促進するものとする。 

（２） 点検 

点検とは、再検討が終了した公園又は昭和 48 年 11 月以降に指定された公園に

ついて、公園又は地域単位で、おおむね５年ごとに実施する公園計画等の見直し

作業をいう。なお、公園計画等の変更の必要性も含めて現行公園計画等を見直し

た結果、公園計画等の変更までに及ばなかった場合においても、点検が終了した

ものとみなすものとする。 

（３） 一部変更 

一部変更とは、上記以外の公園計画等の変更であって、次の事情により公園計

画等の一部について見直しを実施する必要性が生じた場合において行う、所要部

分のみの公園計画等の変更をいう。 

ア 火山活動、土砂崩壊その他災害若しくは突発的事情が発生し、又はそのおそれ

がある等により、公園の適正な保護及び利用の安全確保等の観点から、早急に公

園計画等を変更する必要が生じた場合 

イ 環境省が自然公園の保護又は適正な利用の観点から、政策的に規制、施設の直

轄整備、利用拠点の整備改善又は自然体験活動の促進を早急に進めるために公園

計画等を変更する必要が生じた場合 

ウ 離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）に基づく離島振興計画やその他の地域振



興計画が策定又は変更され、自然的、社会的実情に照らして当該公園の保護又は

適正な利用に資すると認められる場合 

エ 自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号。以下「法」という。）第８条の２第１項

に基づく公園計画の変更の提案を踏まえ、早急に公園計画等を変更する必要が生

じた場合 

 

３ 公園計画等の見直しの基本的な方針 

（１） 公園区域 

公園区域については次の場合に変更を検討する。ただし、地域の開発を目的と

する公園区域の削除は原則として行わないものとする。 

ア 公園区域線の明確化を図るために必要な場合 

イ これまで公園区域の拡張について検討中の場合又は学術調査報告等により新た

に公園区域への編入が必要と判断された場合 

ウ 公園区域の境界に接して既に市街化が著しく進行する等、自然公園の区域とし

て存続させる意義が薄れ、公園区域の削除が適当と判断された場合。 

この場合、現行公園区域に隣接し比較的良好な自然環境が残されている地域が

あれば区域に包含するなど、努めて当該公園全体の質的な維持向上を図るものと

する。 

（２） 基本方針 

ア 公園の風致景観及び自然環境の変化並びに公園利用状況等の変化及び今後の予

測等を踏まえ、公園のビジョン、管理運営方針、特別地域等の指定方針又は施設

の整備方針等について必要に応じた見直しを行うものとする。 

イ 自然体験活動の実施状況や自然環境、社会情勢等の変化を踏まえ、質の高い自

然体験活動の促進に関する基本方針の見直しを検討するものとする。 

（３） 規制計画 

ア 最近の社会的条件等の変化も踏まえ、学術調査報告等の資料に基づいて、区域

内の各部分について風景の質の再評価を行い、計画要領第４・Ⅱ・１・（１）及

び（２）に掲げる自然風景の質に応じた規制計画となるよう見直すものとする。 

イ 自然公園法施行規則（昭和 32 年厚生省令第 41 号。以下「規則」という。）第

11 条第 37 項の規定に基づきにより、環境大臣が規則第 11 条第１項から第 36 項

に規定する基準に係る特例を定めている場合には、その特例の内容により、現行

の地種区分を維持するか、地種区分の変更を行うか、又は特別地域の区域から削

除するかを検討する。 

ウ 管理の適正化を図るため、各地区ごとの保護対象とこれについての保護管理の

方針を明らかにするよう努めるものとする。 

エ 優れた自然の風景地における利用の多様化及び増大に対処し、適正な公園利用

の確保と一帯の自然景観の保全を図るため、地域の実情に応じた利用規制の方策

についても幅広く検討することとし、必要に応じて利用調整地区の指定を検討す

るものとする。 

オ 地種区分線ごとにその境界線の明確化を図る。 



（４）事業計画 

ア 施設計画 

（ア） 自然環境の保全を図りつつ自然景観の質に対応した適正な公園利用の場を

確保し、良質かつ持続可能な利用を促進する観点から、社会情勢の変化を踏

まえ、公園利用の実態、風致景観への影響等を勘案し、施設計画を見直すも

のとする。その際、事業執行状況を踏まえ、既存施設計画に基づく事業実施

の必要性、可能性も含めて検討するものとする。 

（イ） 損なわれた自然環境の再生を始め、必要な保護施設計画について、積極的

に取り込むよう検討するものとする。 

（ウ） 既存の利用施設計画も含め、利用者層や自然条件等を踏まえた整備の方針

を明らかにするよう努めるものとする。また、利用拠点の整備改善の実施状

況や自然環境、利用状況等の変化を踏まえ、集団施設地区等の整備方針の見

直しを検討するものとする。 

（エ） 他省庁の所管する事業で、公園施設に馴染むものについては、原則として

施設計画施設として位置付けるものとし、関係省庁との調整を図るものとす

る。 

（オ） 計画に当たっては、自然再生施設、博物展示施設、マイカー規制用駐車場

等であって、自然公園内の損なわれた自然環境について、当該自然環境への

負荷を低減し良好な自然環境を創出するためと認められ、又は計画施設の利

用者の大部分が公園利用者であると認められ、その機能を発揮させる上で、

公園の区域外に整備することが必要不可欠な場合を除き、公園区域内に計画

するものとする。 

（カ） 長距離自然歩道については既設の歩道を含めて自然歩道線として整理統合

し、一本化する。 

イ 生態系維持回復計画 

（ア） 生態系維持回復計画に基づき、生態系維持回復事業計画を策定して同事業

を実施し、モニタリングを行った結果、生態系維持回復計画の位置又は実施

方針を変更する必要があると判断される場合には、生態系維持回復計画を見

直すこととする。 

ウ 自然体験活動計画 

（ア） 自然体験活動の実施状況や自然環境、社会情勢等の変化や、認定自然体験

活動促進計画による自然体験活動促進事業の実施状況等を踏まえ、変更する

必要があると判断される場合には、自然体験活動計画を見直すこととする。 

 

４ 公園計画等の見直し実務 

（１） 公園計画等の見直し作業の開始時期 

ア 再検討 

再検討が終了していない公園については、早急にこれを実施するものとする。 

イ 点検 

再検討又は点検の終了した年度（官報告示日の属する年度）の翌年度から起算



して３年度目を超える国立公園を管轄する各地方環境事務所、釧路、信越及び沖

縄奄美自然環境事務所並びに四国事務所（以下「事務所」という。）に対して、

自然環境局国立公園課（以下「国立公園課」という。）から点検作業を開始する

よう通知を行う。当該点検において検討すべき事項もあわせて通知するものとす

る。通知を受けた事務所は、情報収集、整理を行う等、点検作業を開始し、調査

等の状況に応じて点検作業の開始を国立公園課に申し出るものとする。なお、地

域の自然的、社会的条件の変化が著しい場合、地域からの要望がある場合等必要

があれば、点検に着手することは妨げない。 

ウ 一部変更 

上記２・（３）・アからエまでに掲げる状況が生じた場合、速やかに作業の開

始を国立公園課に申し出るものとする。 

 （２） 作業主体 

ア 検討作業の取りまとめは、国立公園課において行うが、資料の収集、解析、素

案作成等の各段階ごとに事務所が担当国立公園管理事務所（国立公園管理官事務

所、自然保護官事務所、広島事務所及び福岡事務所を含む。）と連携し、関係都

道府県等と緊密な連絡の下にその協力を得て作業を進めるものとする。 

イ この作業に当たっては、国の関係行政機関、関係都道府県及び市町村とも事前

に十分連絡調整を図ることとする。特に特別地域の地種区分等保護規制計画を検

討するに当たっては、必要に応じて地元関係者に説明を行うなど納得協力を得る

ものとする。 

（３） 作業順序 

    作業の順序は別紙１のとおりとする。 

   なお、作業の実施に当たっては、以下の点に留意されたい。 

ア  基本方針及び作業スケジュール（案）について 

事務所は、公園計画等の見直しを行う対象、見直しの考え方等を明らかにした

点検等の基本方針及び作業スケジュール（案）を作成し、国立公園課に提出する

とともに、その指示に従うこととする。その際、公園計画等の変更に係る試案を

添付することが望ましい。 

イ  意見聴取について 

事務所は、関係都道府県及び市町村等に対し、当該作業の趣旨及び検討範囲に

ついて説明し、十分な理解を得るよう努めるとともに、点検等の基本方針及び作

業スケジュールに従い、当該スケジュールにおいて指定した期間において意見の

聴取等を行うこと。意見聴取後は、速やかに国立公園課に報告することとする。

なお、意見聴取は、必要に応じて国の関係地方行政機関や、説明会の開催等を通

じて地域住民に対しても行うことができる。 

この段階で向こう５年間を見通した上で、公園計画等に変更すべき箇所がない

と判断された場合には、関係都道府県及び市町村（国の関係地方行政機関に対し

て意見聴取を行った場合には同機関も含む。）に意見照会を行い、その回答を国

立公園課に報告をした上で、国立公園課からの点検等の終了の通知をもって点検

作業を終了することとする。 



ウ  素案について 

事務所は、基本方針及び作業スケジュールに対する関係都道府県及び市町村の

意見を聴取した後、素案の案について国立公園課と調整の上、素案を作成し、関

係都道府県及び市町村へは意見照会を行い、国の関係地方行政機関とは調整を図

ることとする。 

また、この際、土地利用基本計画の変更に係る都道府県の関係部局との調整を

開始することとする。 

エ  事務所案について 

事務所は、素案に対する関係都道府県及び市町村の同意の意思が確認されると

ともに、国の関係地方行政機関との調整の結果、口頭了解が得られ次第、素案の

案からの変更事項について国立公園課と調整の上、事務所案を作成し、国立公園

課宛てに公文にて提出することとする。 

オ  パブリックコメントについて 

環境省原案に対するパブリックコメントの募集及び意見の取りまとめは国立

公園課において行うものとする。この間に事務所は、国の関係地方行政機関及び

関係都道府県に対する協議及び公文照会（以下「協議等」という。）の準備を進

め、パブリックコメント終了後は、速やかに意見を集約・反映し、協議等を実施

することとする。 

この際、事務所は協議等に対する国の関係地方行政機関及び関係都道府県から

の回答文書については、速やかにその写しを国立公園課に提出することとする。 

カ 事前協議 

国立公園課は、国の関係地方行政機関に対する協議等の終了後、国の関係行政

機関に対し事前協議を行う。 

キ 正式協議 

国立公園課は、国の関係行政機関との事前協議終了後、国の関係行政機関及び

関係都道府県知事に対し、法第 67 条第１項に基づく環境大臣協議及び法に基づ

く、都道府県知事への意見照会を行う。 

ク 中央環境審議会への諮問 

国立公園課は、キの正式協議終了後、中央環境審議会への諮問を行う。 

ケ 官報告示 

国立公園課は、中央環境審議会からの答申後、２ヶ月以内を目安に官報告示を

行う。告示後、関係事務所及び都道府県等へ告示内容について通知する。 

コ 必要な図書等 

作業途上における各段階の案については、指定書等要領の様式１、様式２及び

様式３のうち、必要なものを作成し、添付すること。公園計画等の見直しに当た

っては、GIS データを作成することが望ましい。GIS データを作成した場合は、国

立公園課に提出することとする。 

サ その他 

ア～キの協議又は報告については原則として電子情報処理組織を使用する方

法をもって行うものとする（協議の相手方との調整により書面を求められた場合



にはこの限りでない。）。 

 

５ 関係行政機関との調整について 

（１） 公園計画等の見直しに当たっては、区域変更図、保護規制計画変更図、施設計

画変更図等の図面によりあらかじめ関係市町村及び都道府県庁内の次に掲げる関

係部局と十分調整を図るものとする。 

ア 林務（民有林に係る場合） 

イ 農務（農地に係る場合） 

ウ 水産（陸水域、海域、漁港に係る場合） 

エ 土木（道路、河川、海岸、港湾、都市計画に係る場合） 

オ 土地対策（区域の指定、変更、解除に係る場合） 

（２） 関係省庁と協議を必要とする場合については、別紙２のとおり実施すること

となるので、事前に関係行政機関と十分調整を図るものとする。 

 

６ 公園計画の変更の提案について 

（１） 法第８条の２第１項に基づく協議会による公園計画の変更の提案は、事務所に

て受け付ける。提案に当たっては、以下の書類の提出を求めるものとする。 

ア 提案書（協議会を組織した市町村又は都道府県、協議会の名称、協議会の構成

員の氏名又は名称、提案の理由を記載する） 

イ 提案に係る公園計画の素案（公園計画書及び公園計画図に準じて作成する） 

（２） 事務所は、提案の内容を踏まえて必要があると認めるときは、以下の書類の追

加提出を求めるものとする。 

ア 当該提案に係る場所及びその周辺の風致若しくは景観の状況又は特質 

イ 当該提案に係る公園の利用の状況 

（３） 事務所は、提案の内容を国立公園課に報告し、国立公園課との調整を踏まえて

公園計画の変更の必要性を検討し、変更する必要があると判断したときは、再検

討又は点検にあわせて、又は一部変更として、公園計画等の見直し作業を行うも

のとする。 

（４） 事務所は、提案の内容を踏まえて公園計画を変更する必要がないと判断したと

きは、その旨の意見を付して、速やかに国立公園課に報告するものとする。国立

公園課は、提案の内容を踏まえて公園計画を変更する必要がないと判断したとき

は、その旨及びその理由を当該提案をした協議会に事務所を経由して通知するも

のとする。 

（５） 協議会は、各々の協議会が利用拠点整備改善計画又は自然体験活動促進計画を

作成する上で必要な事項について提案ができる。提案内容としては、利用拠点整

備改善計画作成のための提案として、利用施設計画の追加、集団施設地区又は単

独施設の整備方針等の変更が想定され、自然体験活動促進計画のための提案とし

て、基本方針及び自然体験活動計画への質の高い自然体験活動の促進に関する記

載の追加又は変更、利用調整地区等の新規指定又は変更等が想定される。利用拠

点整備改善計画及び自然体験活動促進計画の趣旨を踏まえると、原則として、地



域の開発を目的とする公園区域の削除や保護規制計画の変更に係る提案は想定し

ていない。 

 

 


